
JP 4517715 B2 2010.8.4

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　線材が螺旋状に巻回されてなるコイル体を形成し、
　プレスの方向に互いに対向配置された、中心軸と垂直な断面形状が矩形である略樽形の
キャビティの半分を形成する第１の型と、前記キャビティの残りの半分を形成する第２の
型とからなる成形型内に前記コイル体を、その軸方向が前記プレスの方向と一致するよう
に配置し、前記コイル体を前記成形型により軸方向にプレスして、前記コイル体の外形を
、中心軸と垂直な断面形状が矩形である略樽形に成形し、成形後の一つの前記コイル体を
その中央部で２分割することにより、異形断面のコイルを２つ作成することを特徴とする
異形断面コイルの製造方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の異形断面コイルの製造方法において、
　前記第１及び第２の型による複数回のプレス形成によって前記コイル体を段階的に成形
することを特徴とする異形断面コイルの製造方法。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の異形断面コイルの製造方法において、
　プレス成形を行う工程にて、前記第１及び第２の型を互いに近接する方向に同時に駆動
してプレス成形を行うことを特徴とする異形断面コイルの製造方法。
【請求項４】
　請求項１ないし３のいずれかに記載の異形断面コイルの製造方法において、
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　前記コイル体を形成する工程にて、前記線材が一連の線材であることを特徴とする異形
断面コイルの製造方法。
【請求項５】
　請求項１ないし４のいずれかに記載の異形断面コイルの製造方法において、
　前記コイル体を形成する工程にて、前記線材は一定断面形状であることを特徴とする異
形断面コイルの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ハイブリッド自動車や電気自動車のモータ等に適した異形断面コイルの製造
方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ハイブリッド車、電気自動車等の駆動用モータの高効率化、高出力化のためにモータ用
コイルの占積率の向上が有効である。この占積率を向上させる方法として、従来の一定断
面形状の線材を巻くのに対し、コイルの巻回経路上の位置に応じて線材の断面形状を変化
させる方法が提案されている。
【０００３】
　図１８は、本発明に係る異形断面コイルの製造方法が適用されるコイルの斜視図である
。このコイル１は、図１８に示すように、略切頭錐形の外観形態を有し、その線材３の断
面形状が、小径側（図１８の下側）の端部から大径側（図１８の上側）の端部に向けて徐
々に扁平に変化している。コイル１の両端部には、電気接続のための引出部５，７が設け
られている。なお、図１８に示すコイル１は、ほぼ四角錐の頭部を切除したような外観形
態（略切頭四角錐形の形態）を有している。
【０００４】
　このようなコイル１の製造方法としては、図１９に示すように、線材３を芯材９に螺旋
状に巻回して略柱形の中間コイル体１１を形成し、その中間コイル体１１を成形型１３内
にセットして軸方向にプレスして成形する方法が提案されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、図１９に示す単純にプレスして成形する方法では、中間コイル体１１の
挫屈が生じ、うまく成形できない場合が多い。図２０（ａ）ないし図２０（ｃ）は図１９
に示す方法によるプレス時の成形型内の途中経過を段階的に示す模式図であり、挫屈が生
じた場合について示している。
【０００６】
　挫屈の原因としては、（ａ）プレス時の垂直抗力の増大により成形型１３の上型１３ａ
と中間コイル体１１との間に大きな摩擦力が発生し、中間コイル体１１の外径寸法が拡大
される上端部分の径方向外方への十分な滑り移動が得られない点、及び、（ｂ）プレスに
よって中間コイル体１１は中央部が樽形に広がるため、中央部の広がったことろに上部材
料が挫屈して入り込んでしまう点などが考えられる。
【０００７】
　本発明の解決すべき課題は、安定して異形断面コイルを製造できる異形断面コイルの製
造方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するため、請求項１の発明では、線材が螺旋状に巻回されてなるコイ
ル体を形成し、プレスの方向に互いに対向配置された、中心軸と垂直な断面形状が矩形で
ある略樽形のキャビティの半分を形成する第１の型と、前記キャビティの残りの半分を形
成する第２の型とからなる成形型内に前記コイル体を、その軸方向が前記プレスの方向と
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一致するように配置し、前記コイル体を前記成形型により軸方向にプレスして、前記コイ
ル体の外形を、中心軸と垂直な断面形状が矩形である略樽形に成形し、成形後の一つの前
記コイル体をその中央部で２分割することにより、異形断面のコイルを２つ作成する。
【０００９】
　また、請求項２の発明では、請求項１の発明に係る異形断面コイルの製造方法において
、前記第１及び第２の型による複数回のプレス形成によって前記コイル体を段階的に成形
することにより前記異形断面のコイルを製造する。
【００１０】
　また、請求項３の発明では、請求項１又は２の発明に係る異形断面コイルの製造方法に
おいて、プレス成形を行う工程にて、前記第１及び第２の型を互いに近接する方向に同時
に駆動してプレス成形を行う。
【００１１】
　また、請求項４の発明では、請求項１ないし３のいずれかの発明に係る異形断面コイル
の製造方法において、前記コイル体を形成する工程にて、前記線材が一連の線材である。
【００１２】
　また、請求項５の発明では、請求項１ないし４のいずれかの発明に係る異形断面コイル
の製造方法において、前記コイル体を形成する工程にて、前記線材は一定断面形状である
。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１に記載の発明によれば、プレスの方向に互いに対向配置された、中心軸と垂直
な断面形状が矩形である略樽形のキャビティの半分を形成する第１の型と、キャビティの
残りの半分を形成する第２の型とからなる成形型内に前記コイル体を、その軸方向が前記
プレスの方向と一致するように配置し、コイル体を成形型により軸方向にプレスして、コ
イル体の外形を略樽形に成形する。そして、成形後の一つのコイル体をその中央部で２分
割することにより、異形断面のコイルを２つ作成する。したがって、プレス時にコイル体
が挫屈することなく、安定して異形断面コイルを製造することができる。
【００１４】
　請求項２に記載の発明によれば、第１及び第２の型を用いて段階的にコイル体を成形す
ることにより、成形による変形の程度が大きなコイル体であっても、挫屈等を生じること
なく安定して製造することができる。
【００１５】
　請求項３に記載の発明によれば、第１及び第２の型を互いに近接する方向に同時に駆動
してプレス成形を行うことにより、コイル体の外形を、対称に精度よく仕上げることがで
き、より形状の揃った異形断面コイルを製造することができる。
【００１６】
　請求項４に記載の発明によれば、コイル体は一連の線材から形成されるため、コイル体
の作製を容易かつ効率的に行うことができ、その結果、異形断面コイルを容易かつ効率的
に製造できる。
【００１７】
　請求項５に記載の発明によれば、一定断面形状の線材を使用するため、線材製造時にお
ける断面形状の制御が容易であり、またコイル体の作製時にも巻き付け力の制御等が容易
であるため、コイル体の作製、ひいては、異形断面のコイルを容易に製造できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　＜第１実施形態＞
　本発明の第１実施形態に係る異形断面コイルの製造方法では、大略的に、図１に示すよ
うな、断面形状が樽形であり、その樽形に垂直な断面形状が矩形形を有する略矩形樽形の
外観形態を有するコイル連接体２１を、一連の線材３から作製する。その後、そのコイル
連接体２１を軸方向の中央部で２分割することにより、それぞれが前述の図１８に示す略
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切頭錐形の外観形態を有する２つの異形断面のコイル１を作製する。すなわち、コイル連
接体２１の外面形状は、２つの異形断面のコイル２３Ａ，２３Ｂを軸方向に連続的に連ね
たような形状を有しており、それを分割すれば、２つの異形断面のコイル２３Ａ，２３Ｂ
がそれぞれ異形断面のコイル１として得られる。
【００１９】
　この図１のコイル連接体２１は、その中央部を境に上下の部分が上下反転に対して略対
称な形態を有しており、上下の端部に電線接続のための引出部２５，２７が形成され、中
央部に平面視略コ字状に外方に張り出して巻回された張り出し部２９が形成されている。
この張り出し部２９を切断することにより、上下の部分を容易に分割することができると
ともに、残った張り出し部２９の部分によって電気接続用の引出部が形成できるようにな
っている。
【００２０】
　本実施形態に係る製造方法について以下に詳細に説明する。
【００２１】
　まず、コイル連接体２１の作製が行われる。その作製は、図２に示すように、一定断面
形状（例えば、略矩形断面形状）の線材３を所定の芯材３１の周囲に螺旋状に巻回するこ
とにより行われる。芯材３１は一定の略矩形断面を有しているため、略柱形の形態のコイ
ル連接体２１が作製される。このコイル連接体２１の上下端には引出部２５，２７が形成
され、中央部には張り出し部２９が形成されている。
【００２２】
　続いて、作製されたコイル連接体２１は、図３に示すように、芯材３１に巻回された状
態で成形型３３内にセットされ、プレス成形が行われる。成形型３３は、セットされた芯
材３１の周囲に、中心軸を通る断面形状として、中心軸の両端部から中央部に向かうにつ
れて当該中心軸から外方への距離が徐々に大きくなる形状を有するキャビティ３４（ここ
では、略矩形樽形のキャビティ３４）を形成する上下に対向配置された一対の上型３５と
下型３７とを備えて構成さる。上型３５を下型３７側にプレス機構４７（図６参照）で駆
動することにより、プレス成形が行われる。成形型３３等の詳細な構成については後述す
る。なお、本実施形態では上下に対向配置された上型３５及び下型３７により成形型３３
を構成したが、例えば、図３～６に示される構成要素の配置状態に関して、上下方向が水
平方向に、水平方向が上下方向に置き換わる場合には、水平方向に対向配置された他の一
対の型を構成する成形型３３を用いてもよい。
【００２３】
　図３に示す状態から上型３５が下降されてプレスが行われると、成形型３３内では、上
型３５の下降に伴って図４（ａ）ないし図４（ｃ）に模式的に示すように成形が進んでゆ
き、最終的に図４（ｃ）及び図５に示す状態となる。すなわち、プレスが始まると、図４
（ａ）に示すようにコイル連接体２１の中央部が外方に略樽形に広がってゆき、図４（ｂ
）及び図４（ｃ）に示すようにコイル連接体２１の外周が成形型３３のキャビティ３４内
周面に沿うようにしてプレス成形が行われる。なお、図４（ａ）ないし図４（ｃ）及び図
５に示す図は、コンピュータによる解析結果に基づくものである。
【００２４】
　ここで、芯材３１については、線材３を芯材３１に巻回してコイル連接体２１を作製す
る際の芯材３１と、コイル連接体２１と共に成形型３３内に設置する芯材３１とは別のも
のであってもよい。
【００２５】
　そして、プレスが完了した図５に示す状態では、コイル連接体２１が、芯材３１の外周
と成形型３３の内周とによって形成されたキャビティ３４の形状に応じた略樽形の形態に
成形される。なお、図３及び図５に示す符号５７ｂは張り出し部２９に対応して設けられ
た逃げ部である（詳細は後述する）。
【００２６】
　コイル連接体２１の成形が終了すると、前述のようにコイル連接体２１を中央部で２分
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割することにより、２つの異形断面のコイル１を作製する。
【００２７】
　図６は本実施形態に係る製造方法に用いられるプレス成形機の全体構成を示す右側面図
であり、図７はそのプレス成形機の金型ユニット周辺の正面図であり、図８はその金型ユ
ニット周辺の平面図である。
【００２８】
　このプレス成形機４１は、図６ないし図８に示すように、金型ユニット４３と、ベース
４５と、プレス機構４７とを備えて構成されている。金型ユニット４３は、前記成形型３
３と、その成形型３３を外囲して保持するホルダ５１とを備えて構成され、ベース４５上
に設置される。
【００２９】
　成形型３３の上型３５及び下型３７は、上下反転に対して互いに略対称な形態を有し、
略樽形のキャビティ３４の上下半分ずつを形成する。上型３５は上型本体部５３及び上蓋
部５５を備え、下型３７は下型本体部５７及び下蓋部５９を備えている。
【００３０】
　上型本体部５３には、図９（ａ）ないし図９（ｃ）に示すように、下型本体部５７と伴
ってキャビティ３４を形成するキャビティ形成部５３ａが設けられ、その下面側（上下反
転した図９（ａ）の配置状態では上面側）におけるキャビティ形成部５３ａの周辺部には
、コイル連接体２１の張り出し部２９のための凹状の逃げ部５３ｂが形成されている。ま
た、上型本体部５３の上面側には、上側の引出部２５のための溝状の逃げ部５３ｃが形成
されている。このような上型本体部５３は、分割線Ｌ１で２つのブロック５３Ａ，５３Ｂ
に分割されている。
【００３１】
　ここで、逃げ部５３ｂは、平面視略コ字状の張り出し部２９の約半分の部分に対応する
ように平面視略Ｌ字状に設けられており、後述する下型本体部５７の逃げ部５７ｂと連な
って、この逃げ部５３ｂ，５７ｂの全体で張り出し部２９全体をカバーするようになって
いる。
【００３２】
　上蓋部５５には、図１０（ａ）及び図１０（ｂ）に示すように、芯材３１が挿通される
貫通孔５５ａが設けられるとともに、その下面側（上下反転した図１０（ａ）の配置状態
では上面側）には、コイル連接体２１の上端部における引出部２５が設けられる部分の脇
部分６１を凹ませるための凸部５５ｂが設けられている。この凸部５５ｂによって引出部
２５が設けられるコイル連接体２１の部分を無理なくほぼ平坦な形態に成形することがで
きる。
【００３３】
　下型本体部５７には、図１１（ａ）ないし図１１（ｃ）に示すように、上型本体部５３
と伴ってキャビティ３４を形成するキャビティ形成部５７ａが設けられ、その上面側にお
けるキャビティ形成部５７ａの周辺部には、コイル連接体２１の張り出し部２９のための
凹状の逃げ部５７ｂが形成されている。また、下型本体部５７の下面側には、下側の引出
部２７のための溝状の逃げ部５７ｃが形成されている。このような下型本体部５７は、上
型本体部５３と同様に、分割線Ｌ２で分割された２つのブロック５７Ａ，５７Ｂから構成
されている。
【００３４】
　下蓋部５９には、図１２（ａ）及び図１２（ｂ）に示すように、芯材３１が挿通される
貫通孔５９ａが設けられるとともに、その上面側には、コイル連接体２１の下端部におけ
る引出部２７が設けられる部分の脇部分６３を凹ませるための凸部５９ｂが設けられてい
る。
【００３５】
　プレス機構４７は、図６に示すように、金型ユニット４３の成形型３３に下向きに圧縮
力を与えるプレッシャーパンチ６５と、そのプレッシャーパンチ６５を駆動する図示しな
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い駆動機構とを備えて構成されている。プレッシャーパンチ６５は、パンチホルダ６７及
びシャンク６９を介して駆動機構に連結される。
【００３６】
　このように、本実施形態では、このようなプレス成形機４１を用いて略柱形のコイル連
接体２１を略樽形にプレス成形した後、そのコイル連接体２１を２つに分割して略切頭錐
形の２つのコイル１を作製するため、プレス時にコイル連接体２１の各部分が挫屈するこ
となく、安定して異形断面のコイル１を製造することができるようになっている。これは
、主に次のような理由によるものと推測できる。
【００３７】
　すなわち、第１の理由として、コイル連接体２１のプレス時にはコイル連接体２１の上
下端に圧力が加わり、成形型３３との間の摩擦力が発生するが、本実施形態のように略樽
形に成形する構成では、コイル連接体２１の上下端と成形型３３との間に径方向に沿った
滑りを必要としないため、この部分の成形型３３との間の摩擦力が問題とならないことが
考えられる。
【００３８】
　また、第２の理由として、プレス時にコイル連接体２１は、図４（ａ）及び図４（ｂ）
に示すように、その軸方向の中央部が自由据え込みにより略樽形に外方に広がるが、その
広がった分が略樽形のキャビティ３４の内周面に自然に沿うようになっているため、この
点からも挫屈が生じ難くなっていると考えられる。
【００３９】
　また、本実施形態によれば、コイル連接体２１は、一連の線材３から形成されるため、
コイル連接体２１の作製を容易かつ効率的に行うことができ、その結果、異形断面のコイ
ル１を容易かつ効率的に製造できる。
【００４０】
　また、本実施形態によれば、一定断面形状の線材３を使用してコイル連接体２１を作製
するため、線材３製造時における断面形状の制御が容易であり、またコイル連接体２１の
作製時にも巻き付け力の制御等が容易であるため、コイル連接体２１の作製、ひいては、
異形断面のコイル１を容易に製造できる。
【００４１】
　＜第２実施形態＞
　次に、本発明の第２実施形態に係る異形断面コイルの製造方法について説明する。
【００４２】
　まず、本実施形態に係る製造方法が必要とされる理由を説明する。すなわち、成形前後
における形態変化の度合いが大きい場合（成形の度合いが大きい場合）には、一度のプレ
ス成形でコイル連接体２１の成形を行おうとすると、図１３に示すように挫屈が生じてう
まく成形できない場合が多くなる。図１３に示す例では、矢印Ａ１，Ａ２で示す部分で挫
屈が生じている。なお、この図１３及び後述の図１４（ａ）ないし図１４（ｄ）に示す図
は、コンピュータによる解析結果に基づくものである。
【００４３】
　そこで本実施形態では、図１４（ａ）ないし図１４（ｄ）で示すように、コイル連接体
２１のプレス成形を、複数（ここでは２つ）の成形型３３Ａ，３３Ｂを用いて複数回（こ
こでは２回）に分けて段階的に行うようになっている。１回目の成形で使用される成形型
３３Ａは、中間段階の略樽形に設定されたキャビティ３４Ａを有しており、２回目の成形
で使用される成形型３３Ｂは、成形すべきコイル連接体２１の最終形態に対応した略樽形
に設定されたキャビティ３４Ｂを有している。
【００４４】
　そして、略柱形のコイル連接体２１を、図１４（ａ）及び図１４（ｂ）に示すように、
成形型３３Ａにより中間段階の略樽形形状にプレス成形する。続いて、その中間段階の形
態に成形されたコイル連接体２１を、図１４（ｃ）及び図１４（ｄ）に示すように、成形
型３３Ｂにより最終段階の略樽形形状にプレス成形する。
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【００４５】
　よって、本実施形態によれば、上記第１実施形態の場合とほぼ同様な効果が得られると
ともに、複数の成形型３３Ａ，３３Ｂを用いて段階的にプレス成形を行うことにより、成
形による変形の程度が大きな異形断面のコイル１であっても、挫屈等を生じることなく安
定して製造することができる。
【００４６】
　＜第３実施形態＞
　図１５は、本発明の第３実施形態に係る異形断面コイルの製造方法の説明図である。本
実施形態に係る製造方法が上記の第１実施形態及び第２実施形態に係る製造方法と異なる
点は、成形型３３の上型３５及び下型３７の両方を駆動してプレス成形を行うようにした
点及びそれに関連する点のみであり、互いに対応する部分には同一の参照符号を付す等し
て説明を省略する。
【００４７】
　本実施形態では、図１５の矢印Ａ３，Ａ４で示すように、成形型３３の上型３５及び下
型３７の両方を互いに近接する方向に略同一速度で同時に駆動することにより、コイル連
接体２１のプレス成形を行うようになっている。上型３５及び下型３７の駆動は、図示し
ない上下のプレッシャーパンチによって行われる。
【００４８】
　こうすることにより、プレス時にコイル連接体２１の上下の部分に同様な圧縮力を加え
ることができ、成形されたコイル連接体２１の上下の部分の形状が非対称になるのを防止
することができる。図１６は本実施形態に係る方法を上記第２実施形態に適用した場合の
コンピュータ解析の結果を示すものであり、前述の図１４（ｄ）の解析結果よりも良好な
成形形状を得られていることが分かる。
【００４９】
　よって、本実施形態によれば、上記第１実施形態及び第２実施形態とほぼ同様な効果が
得られるとともに、コイル連接体２１の略樽形の仕上がり形態を、上下対称に精度よく仕
上げることができ、より形状の揃った異形断面のコイル１を製造することができる。
【００５０】
　＜適用例＞
　次に、上記各実施形態に係る製造方法により製造された異形断面のコイル１の適用例に
ついて説明する。この適用例では、図１７に示すように、コイル１がモータのステータ用
コアに組み込まれており、複数のコイル１が、周方向に等間隔で離隔して配置された複数
のコア７１に挿入されて配設されている。
【図面の簡単な説明】
【００５１】
【図１】本発明の第１実施形態に係る異形断面コイルの製造方法による製造過程で作製さ
れる略樽形に形成されたコイル連接体の斜視図である。
【図２】コイル連接体の形成工程の説明図である。
【図３】コイル連接体がプレス成形される際の説明図である。
【図４】図４（ａ）ないし図４（ｃ）はプレス時の成形型内の途中経過を段階的に示す説
明図である。
【図５】プレス終了時における成形型内の状態を示す説明図である。
【図６】プレス成形機の全体構成を示す右側面図である。
【図７】図６のプレス成形機の金型ユニット周辺の正面図である。
【図８】図７の金型ユニット周辺の平面図である。
【図９】図９（ａ）ないし図９（ｃ）は上型本体部をその下面側を上側に向けて配置した
状態の平面図、右側面図及び正面図である。
【図１０】図１０（ａ）及び図１０（ｂ）は上蓋部をその下面側を上側に向けて配置した
状態の平面図及び右側面図である。
【図１１】図１１（ａ）ないし図１１（ｃ）は下型本体部の平面図、右側面図及び正面図
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【図１２】図１２（ａ）及び図１２（ｂ）は下蓋部の平面図及び右側面図である。
【図１３】プレス成形によりコイル連接体に挫屈が生じた状態を示す説明図である。
【図１４】図１４（ａ）ないし図１４（ｄ）は本発明の第２実施形態に係る異形断面コイ
ルの製造方法の製造工程を示す説明図である。
【図１５】本発明の第３実施形態に係る異形断面コイルの製造方法の説明図である。
【図１６】第３実施形態に係る方法を第２実施形態に適用した場合のコンピュータ解析の
結果を示す図である。
【図１７】異形断面コイルの適用例を示す図である。
【図１８】本発明に係る異形断面コイルの製造方法が適用されるコイルの斜視図である。
【図１９】提案例に係る異形断面コイルの製造方法の説明図である。
【図２０】図２０（ａ）ないし図２０（ｃ）は図１９の方法によるプレス時の成形型内の
途中経過を段階的に示す説明図である。
【符号の説明】
【００５２】
　１　コイル
　３　線材
　２１　コイル連接体
　２５，２７　引出部
　２９　張り出し部
　３１　芯材
　３３，３３Ａ，３３Ｂ　成形型
　３４，３４Ａ，３４Ｂ　キャビティ
　３５　上型
　３７　下型
【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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